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本特集「農村開発と行政 Ii土アジア経済研究所のl:EJ際合同研究7＇ロジ工ケト「｜羽発行政

この 7

ロジェケトは開発途上自の経済開発機構の変宗主s.tび経済官僚内行酌を規定する社会的，

政治的，経済的要因の比較研究を日的とするものである。昭和57年度は途l二l;rl農村におけ

る所得格差の拡大．農村か心部1行への人I)fl'.,lfi力、それにともなう ti：会的緊張；二対応Lて件

！司でt~索されている農村開発行政に焦点をあてたq

の初年度の成果の一部をとり :tとめたものである。の比較研究 I（日夜和57～59年度7

とくに γジア諸国の農村は大きな変化山只巾にあら lコ 1%0年代後半か近年開発途上i礼

それにと司、ない‘農民層の分解が促進され．資産らアジず畏村に高収量；品種が溝入され、

それと lei］時に運行した下層農の二iづ也から貧1lの格差も拡大した。の不平等分配が遅行し‘

の追い立てや失業！需の増人ーが、任会的緊張問係を加速（11に深化させてき U 、る仁短・中期

良市lA'Jにみると，農村共同体が司、はや，J、続慢なじ！生的H会保滝の機能全失 J Jてきたので‘

内に滞沼する相対的過剰人［！が識を求めて司まずは周辺農村内に季節的雇用機会を求：わる

これがアジア諸国において都市への過

疫の人i1集中どスラム化をもたらす構造的要閃と uーし》て」、る。

また，商品の流入，市場経済の詰透とともに畏村共同体力；崩壊してくると，共同体内の

それがないと都市へ出稼ぎに出さるをえない勺カミ，

円立、勤勉、節約，奉仕などの精神伝統的規範として存続してきた住民に上る相互扶助、

が急速に消滅してきた。

a 方こうした社会的変化の局面土託行してe't:業生産而でも、 f,t入財不lt，潜粧設備の不

天候異変などの影響をもろ；二受けて農業生産力内一層en（巾びか11m，価格政策， m場構造、

－！王jの民業生産そのものが口元•.:z しがたくなる上うな：事態も一部で見あるし、；土、が＇jifムれヲ

」一九比ころ Lた畏村山諸事態；こ対応するために各l司政府は，ぅ；Jr,Jtるようになってきた《

程度の上地改革しつ推進と総；！？的農村開発J十両を作成・主砲してきたr

東アジアか人韓国をi望んで、東I宇p・ジアか「ヲ I; 1 ' 本特定では，！ヰヨアジアからイ＞ 1t, 

件IE］における農村開発行政の分析をtrt.rラた わhjゎiL内分析視点；立以トーの 2,r，＼である。

第 Ii土、農業政策の形成・実施をm''i1る行政機構がその政策目的実現Iこそ〕てどう此

それが再び農村・畏業開発政策路線の選択にどう影響を与えてきたか，選択

『アジア経済Jxxv-8 (1984. 8〕

7立されIi工 I•
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された政策路線ははたしてその政策の受け手との関係からみて妥当なものであったかを検

討することむある(112〕。

第2は，選択された政策路線の受It手としての農村・逸民の側の対応の原理を解明する

ことであるO 政策に対し，対象とされた農民ーの側が同避の姿勢をとるか，消極的にでもそ

の政策の路線にそー，た行部jをとるのか． それと ιその政策を積回的に白分川こ有利に使っ

てその立場を強化していくのか． をみる必要があるためである（戸！っ

以 i：のような分析視／flごもと／八、て実際に研究をjjtめたがー資料を断片的に Lか入手で

きなかず〉たこと，現地調査や当諸国カウ〉守ーベートへの調査依頼が実現しなかぺたこと，

等により多くの制約を受けざるを？！？なかず＇ t：，、

当研究会はここに主とめたような成果を科た。

この上うた制約があ〆） fcこにもかかjヲム－f'.

ここで芥論文の要ftを倍j］糾こ紹介しておこうご

下111論文はイ L i、政府が独立後設けた長期的視野；こたず〉た農業・農村の安定装置として

のパンチャーヤト制度を取り uf、心。そして、この制度の構造と機能に有ー日 L、地方分権

H,IJにおける地方自討？と農村・；：2業開発行政どの問係を論仁てL、るヘ｜斗民にー苦手近い地方政

治の次元において、なお官｛相HI]が中枢を占ch‘ しかもそのなかに前近代的要素を合み．
-, 

J 一一一に一

;Jiノがftfl:: (/)','Iii要と適合しない側面iに注れしていら，，開発行政を誰が担レ， L、かなる形態で

住民山手I］益のためにその手iこ集約さJLた詰を還元してL、くかと L、う課題が途上｜司における

開発行政の中心問題であると Lている。

吉田論文はケイの農村開発と 1尽の間発計画の問題を取り上げている。まず地方開発計画

の沿革を述べた後に，思村開発行伎の問題として県Lベルでの各機関の乱立現象を指摘す

る。 これは中央の縦割行政の反映であり，過度内中央集権化が時間と人民と予算収支 l；の

ロスを生んでいる事実に注目する。 そこで地方への権限委譲の必要が叫ばれてし、るが9
' 「

の実施を県開発計！雨Hこ員I]してみると，総｜別委議は主に知事に対してであり司 自治1’本；こはわ

ずかで、中央政府内部での権限配分の変更という性格が強いことを指摘した〉

小島言論文もタイのケースをあげながれ. fl司発途｜二店iにおける予算（編r＆・月己分〉過程と農

民集団の政治機能じついて述べている。畏村｜対発にともなって句農民が自らの利益を追求

するための組織化がみられると jーる，＿， これf、農民組織が． 国や地方自治体での予算配分に

どうヤう威力を強揮しうるのか、 さらにこうした途上自の農村の社会集団がも九うる予算

過担でしり機能を ii本の場合と比較しごし、る。

李論文l土，韓国の「セ－，7 r';r /l.,運動j をとりふげ， それが工業生産h昇に品重点をおいた
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記 1次，第2次 5カ年計闘がもたらしたrr支，立村の沈滞への対応として推進された背足

に注［］する。それゆえ， ピマウル運動が朴大統領の指示でLJ1央・地方の政府機関，軍，苦

察，教只， .'.;;t民など各層を綱配的iこ紫、問I':する高度に組織化された中央集権的事業であっ

たことを述べている。この運動のもつ記すぎる住民の負担．韓国経済の惰造に由来する農

村の貧困の条件が，皇民の意識形成に，したがって運動の将来にどの工うな影響を与える

かという問題iこ注円しなければならないとしている。

同代論文は，氏のブーケン王国訪問時の見聞にもど／5 ＇.、た！皇子長崎発事情の紹介であるつ

まずブータンの池勢と近代出政策を述べ， ；5；に農業行政問憶と稲作農業の盛んなパロでの

見聞を紹介している0 $：業開廷は 5次にわたる 5り午，；十両の中心課喧になフている／九 { 

ンブラストラクチ γ一円未整。；；jとj也勢一I二のf里山で＇＆めに］主砂し士いと述べて L、る。ブ、一 7

ンi十二／）し、ての14主；E♂下資キ、｝カ：h盈端に少な1唱、二とをj号！

〉長を示唆する：，；毛材たる（1lli （~t を：たわ江いであろう。

農村開発行政の分析には，より多くのケースをとりふ（「て，さ！＇，に多角的に分析する必

要がある。本特集ではそれノが果たせなかった。今後の謀越とした，， '0 

占Hおこ，この研究活動の過程で皮革なご指i尊とご協力をたまわ JたJVf究所内外し＇） }j守に

この誌上をかりでおネしを中 Ll二け、fこL、。
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